
1

１.市民生活の早期の復旧・再建

(1)被災者の生活再建支援 １）被災した戸建住宅への生活再建
支援

○被災住宅の地盤修復に対する独自支援策の推進
○傾斜した戸建住宅の基礎復旧工法に対する相談体制の検討・

構築、等
○多重ローン者や年金生活者などに対する支援策の検討、等

２）被災した分譲集合住宅の管理組
合支援

○被災したインフラ復旧への支援
○地盤沈下で露出した杭頭の復旧支援
○飲料用貯水槽、防災用トイレ、非常用電源などの設置支援、等

(2)被災者への継続的ケアと

災害時要援護者の見守り

支援体制の再構築

１）子どものケア
２）被災者のケア

３）被災者の生活再建相談体制の充
実

○子どもの心身の見守り・相談体制の充実
○被災者の心身の見守り・相談体制の充実、等

○災害復興生活支援プロジェクトによる総合的支援の推進
○住宅再建相談体制の充実、等

(3)社会基盤施設の復旧・復興

の推進

１）道路の本格復旧
２）下水道の本格復旧
３）ライフラインの本格復旧

(4)被災した公共施設の復

旧・復興の推進

１）教育施設
２）福祉施設
３）生涯学習施設
４）公園

(5)地域コミュニティが主体

となった復興まちづくり

への支援

１）地域コミュニティによる自主防
災計画づくりの支援

２）地域復興まちづくり協議会への
支援

３）市内産業や大学等との連携によ
る復興まちづくり

４）街を活気づける復興交流イベン
トの開催

浦安市復興計画の施策体系と事業構成案

復興に向けた基本方針

■理念１：痛みと悲しみの分かち合い
この大災害を、今を生きる浦安市民全てが自らのこととして受け止
め、痛みと悲しみを皆で分かち合う心をもって、復興に邁進する

■理念２：市民協働による豊かさと幸せの共有
将来への備えと市民サービスの向上に向けて、全市民が持てる全ての
力を結集し、来たるべき時代の先駆けとなる地域社会を追求する

■理念３：安全で安心な暮らしの再構築
これまでの行政運営を徹底的に見直し、災害に強い都市へ再構築して
いくとともに、災害時には、様々な地域・主体が相互に連携して的確
に対応できるよう災害対応型のガバナンスの形成を目指す

復興計画の目的・構成

【目的】

復興の基本的な考え方と取組の方向性（指針）を示す。復興に向
けた市の施策の重点化を図る

【役割・位置づけ】
第２期基本計画（Ｈ20～29 年度）を補完する復興にむけた「個別
計画」
地域防災計画、都市計画マスタープラン改訂等への反映

【計画期間】
基本構想の目標年度（Ｈ32 年度）までの 10 年間を計画期間とし、
平成 24 年度から３～５年間で生活の本格的な再開に不可欠な都
市基盤施設などの復旧を集中的に進めるとともに、あわせて、魅
力と活力ある浦安として創生していく取組を推進していく。

復興の目標
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【仮】

市民の総力を

結集した

豊かな地域社

会と

安全で安心な

暮らしの創生

復興の進め方

■被災者の生活再建、市民生活の早期復旧をめざし、優先順位を見定め
ながら復旧・復興事業を推進

■被災の経験を市民全体で分かち合い、市民力を結集して復興まちづく
りを促進

■子どもや高齢者・障がい者・外国人などの災害弱者の被災状況を検証
し、継続的見守りと災害時に孤立を招かない地域コミュニティを醸成

■液状化被害の検証を踏まえて、再液状化への備えを強化
■将来の首都直下型地震などによる複合災害を想定し、災害時の被害を

最小限に抑える「減災」に向けたソフト・ハードの多重の備えを強化
■市民・地域・行政など各主体の自律と自助・共助・公助の連携による

地域防災体制・災害時等の市民サービス体制を再構築
■災害時にも粘り強く対応できる多様な主体の連携や広域自治体連携に

よるガバナンス形成
■災害時にも自立できる防災・環境都市づくり
■浦安の未来・ふるさとを担う人材育成と震災の経験を後世にまで伝え

る継続的取り組み
■持続的な復旧・復興まちづくりが可能な財源確保

１．市民生活の早期の復旧・再建

施策の方向性 事業の例示

４）災害時要援護者の見守り・支援
体制の検証と再構築

○子ども・高齢者・障がい者・外国人等の被災状況の総合的検証
○地域における日常的な見守りと災害時支援体制の再構築、等

２．より安全で安心な暮らしを支え
るまちづくり

３．市民協働による災害に強い地域

づくり

４．震災の教訓をバネにした次世代

につなぐ持続可能な都市づくり

○交通体系や各路線の機能や踏まえた段階的な道路の復旧・復興
○各施設の機能等を踏まえた段階的な下水道の復旧・復興、等

○災害時の施設機能や市民ニーズを踏まえた段階的な施設の復
旧・復興

○災害時の子どもなどの安全確保や避難場所機能を想定した対策
の検討・実施

５．復興に向けた取り組みの進め方
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(3)安全・安心な住宅・住

環境づくりの促進

１）住宅の耐震診断・耐震改修等の促
進

２）過密住宅地の防災まちづくりの促
進

(4)広域で長期間にわたる

地盤沈下への対策

１）治水施設の早期復旧と機能強化の
推進

○防潮堤・河川護岸の早期復旧・復興
○境川河口の水門・排水機場の整備
○堀江ドックの高潮・津波等に備えた対策の検討、等

２）地盤沈下宅地への対策 ○復旧における道路と宅地の計画高や側溝整備の調整等
○宅地の嵩上げや雨水浸水への対策、等

(5)防災拠点等の機能強化 １）災害対策拠点機能の強化
２）避難場所機能の強化
３）緊急物資受入拠点の機能強化

○避難所としての学校機能の機能アップ
○宅地の嵩上げや雨水浸水への対策
○海上からの物資受入拠点、ヘリポートの機能強化、等

３. 市民協働による災害に強い地域づくり

(1)災害応急・復旧活動体

制の総合的な検証と各

種の防災計画の見直し

１）市行政における組織・職員体制
２）国、県、各種関係機関の連携体制
３）災害協力関係団体の連携体制
４）地域コミュニティ、企業、大学の

連携体制
５）広域的な自治体連携体制
６）ボランティアセンター、ＮＰＯ等

の連携体制

(2)複合災害等を考慮した

避難対策等の検討

１）震災、火災、液状化、洪水・高潮・
津波等の複合災害を想定した避難対
策

２）学校等における子どもの避難誘導・
安全確保対策

３）病院・福祉施設における避難誘導対
策

４）各種の公共施設における避難誘導対
策

○保育所・幼稚園、児童育成クラブ、小・中学校等が連携した避難
誘導・安全確保対策

○避難所運営と児童・生徒の避難・安全確保対策の調整、等

(3)地域コミュニティにお

ける自主防災対策の促

進

１）自治会を中心とした地域の自主防
災体制の強化

２）自治会・ＮＰＯ等との連携協力体
制の強化

３）地域における要援護者等の見守
り・支援体制の強化

○地域災害対策本部の設置
○被害状況把握・地域住民の安否確認体制
○避難方法の確認・避難誘導方策
○要援護者の安全確保対策
○防災備蓄と備蓄・機材運用体制
○被災生活支援、地域内復旧活動体制、等

(4)情報収集・伝達体制の

強化

１）防災行政無線等の情報収集・伝達
機能の強化

２）非常用通信機能の強化
３）市民等への情報伝達機能の強化

(5)地域コミュニティが主

体となった避難所運営

対策

１）避難所施設や地域の特性を考慮し
た避難所運営対策

２）防災備蓄の定期点検・運用訓練

２. より安全で安心な暮らしを支えるまちづくり

(1)社会基盤施設の液状化

対策等の強化

１）液状化被害の徹底調査と調査成果
の公表

○液状化被害の徹底調査
○液状化危険度マップや震度分布の作成と公表、等

２）道路・下水道等の土木構造物の液
状化対策技術・工法等の確立

○被害状況・復旧状況等のデータベース作成
○液状化対策技術・工法ガイドラインの作成、等

３）液状化対策等の実施による災害に
強い社会基盤施設の整備

○災害時に強い道路網への復興
○橋りょうの耐震性の強化
○災害時に強い下水道への復興
○災害に強い上水道への復興
○災害に強い電気・ガス・通信施設への復興、等

(2)宅地の液状化対策への

支援

１）宅地の液状化対策技術・工法等の
分類・評価

○被害状況・復旧状況等のデータベース作成
○液状化対策技術・工法ガイドラインの作成

２）宅地の液状化対策の支援 ○技術検証を踏まえた対策技術・工法メニュー等の情報の提供
○宅地と一体的な液状化対策技術・工法の導入検討に対する支援
○専門家や宅地開発事業者等の参加による技術相談体制の検討・

構築、等

施策の方向性 事業の例示

○耐震診断・耐震改修支援制度の普及・啓発
○住まいの履歴情報の整備促進
○過密住宅地の道路基盤整備などの推進、等

(6)災害時医療体制の強化 １）災害時医療拠点等の機能強化
２）避難場所等での災害医療体制の強

化

○避難所としての学校機能の機能アップ
○宅地の嵩上げや雨水浸水への対策、等

施策の方向性 事業の例示

４）市内企業との連携協力体制の強化
５）市内企業における災害時の事業継

続計画

○避難所運営マニュアル作成と近隣自治会と連携した実践的訓練
の実施
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４. 震災の教訓をバネにした次世代につなぐ持続可能な都市づくり

(1)大災害時でも粘り強く

対応できる地域内統治

体制の整備

１）様々な地域・組織との連携による
災害時対応のためのガバナンスの
形成準備

２）日頃からの市民力の醸成と情報共
有による問題解決

３）日頃から様々な地域社会との絆を
大切にする地域間交流の展開

４）地域内協働事業の推進による市民
サービス向上の追求

５）地域内意思決定機関の設置と活動
予算確保

(2)広域自治体連携体制の

構築

１）各都市からの様々な支援への感謝
と継続的な交流と相互支援

２）各都市との防災協定締結

(3)非常時でも暮らせる防

災・環境都市への展開

１）できる限り自前でエネルギーが確
保できる生活環境への転換

○住まいにおける省エネルギー・自立型発電機器
○非常時でも何とか暮らせる汚水処理機能の調査・研究

（浄化槽、おがくずトイレなど）
○飲料水・非常食などの確保
○再生可能エネルギーの活用検討、等

２）市民や民間事業者との協働事業に
よる行政サービスの維持・向上

○市民や民間事業者との新たな協働事業の展開
○協働による災害時の行政サービス継続体制づくり、等

１）生涯防災環境教育の推進
２）震災の経験を風化させない震災教

訓の継承

(5)地域特性や資源を活か

した魅力の創生

１）元町地域の資源の再認識と有効活
用

(6)次世代への負担軽減を

考慮した復興財源確保

１）徹底した行財政改革による歳出抑
制

２）受益者負担の見直し
３）新たな財源確保

５. 復興に向けた取り組みの進め方

１．復興事業計画と財源

２．国・県・他自治体との連携や国・県への要請

３．市民との協働による復興まちづくりの展開

○噴砂を活かした市民協働による森づくり、等

施策の方向性 事業の例示

(4)震災の経験を後世にも

伝える生涯防災環境教

育の推進

３）産官学連携による防災環境まちづ
くりの展開

２）自然との共生や治水機能強化を考
慮した海岸保全施設の再整備

○復興特区制度を活用した浦安環境共生都市構想の検討
○市内事業所における防災・環境まちづくりとの連携、等

○各種の使用料・手数料や国民健康保険などの特別会計の健全運営
化の推進

○期限付き（５カ年）新税の導入検討、等


